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New Policy Instruments to
Control Hazardous Chemicals and Pesticides





This article introduces and examines Prior Informed Consent (PIC) and Pollutant Release
and Transfer Register (PRTR) as new policy instruments to control the spread of hazardous
chemicals and pesticides. PIC, developed under the auspices of UNEP and FAO, aims to con-
trol international trade in hazardous chemicals and pesticides and PRTR, drafted by the
OECD, provides a mechanism to collect and disseminate data on pollutant releases and/or
transfers within a state. Along with PIC and PRTR, on-going negotiations on a legally bind-
ing global agreement on Persistent Organic Pollutants (POPs) is also analyzed to show new
tendencies in chemical management in general and coordinated international treaty一making
activities.
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出・移動登録」 (Pollutant Release and Transfer Register、以下PRTR)は、国際的な化学
物資規制のための新しい政策手法であるといえる。本稿は、 PIC条約、残留性有機汚染物質





















































































7)原鳴洋平「国際環境協力と国連環境計画(UNEP)」 『国際開発研究フォーラム』 6, 1996年。
David G. Victor, "Learning by Doing" in the Nonbinding International Regime to Manage Trade in
Hazardous Chemicals and Pesticides" , The Implementation and Effectiveness of International Environmental
Commitments, ed. by David G. Victor, Kal Raustiala, and Eugene B. Skolnikoff. Cambridge, Massa-
chusetts and London, England : The MIT Press. 1998, p.233.
9) "London Guidelines for the Exchange of Information on Chemicals in International Trade", (Amended
1989) , United Nations Environmental Programme, May 1989.
10) "International Code of Conduct on也e Distribution and Use of Pesticides" , Food and Agriculture Organiza-
tion of the United Nations, Rome, 1990.
ll)国際労働機構第77回理事会(1990年6月6日)採択、 1993年11月4日発効。
12) "C 170 Chemicals Convention, 1990 , " the ILO's database on International Labour Standards.
13) "Pollutant Release and Transfer Registers (PRTRS)-A Tool for Environmental Policy and Sustainable



























15)水口剛「市民によるPRTR情報の活用と課題」 『水環境学会誌』 Vol. 22 No. 10, 1999。
16) Canadian presentation to OECD Workshop, 24-26 January 1994.
17) UNEP執行理事会決定15/30.第1部第1条(ォ)(h)0
18) Code of Conduct on the Distribution and Use of Pesticides, Art. 1(1).
19) London Guidelines for the Exchange of Information on Chemicals in International Trade, Art. 1 (a).
20)米国の環境NGOに関しては、黒坂三和子「地球環境問題とNGOの役割」 『環境法研究』 19号、 1991年、及び黒坂



































































25) `'Final Act of the Conference of Plenipotentiaries on the Convention on the Prior Informed Consent Procedure
for Certain Hazardous Chemical and Pesticides in International Trade", UNEP/FAO/PIC,/CONF/5 ; 17
September 1998.
新しい政策手法による化学物質管理
































26) 「環境ニューズレター・世界の動き」 『かんきょう』 1999年10月号、 21貢。














































































33) "Global Programme of Action for the Protection of the Marine Environment from Land-Based Activities".




35) "Information Kit Montreal 1998: First Session of the Inter一governmental Negotiating Committee-Persistent
































学物質の安全性に関する政府間フォーラム」 (Intergovernmental Forum on Chemical
Safety,以下IFCS)を設立しPOPs条約化交渉を本格化した41)また、第19章により「化
学物資の適正な管理に関する組織間計画」 (Inter-Organization Programme on the Sound
Management of Chemicals,以下IOMC)が1995年に設立されたIOMCは、化学物質の安
禁止になった。残るTBT 13種とTBT 7種は事前届出義務が課されたが、世界では製造が続いている(関連記事:
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第18回UNEP管理理事会(1995年5月)は、 IOMC, IFCS及びIPCF (化学物資の安全性
に関する国際計画)を招きPOPs 12物質を特定し、その対応を要請する管理理事会決議18/32
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5-5　条約化交渉の争点
国際公共政策研究 第4巻第2号
POPs条約化交渉では、 (1)技術・資金援助メカニズムの問題、 (2)情報公開の義務化及び程度、
(3)例外条項の取り扱い、の三点が論争の焦点となっている。技術・資金援助に関しては、従
来の資金メカニズムを活用すべきか、あるいは新しい資金メカニズムを設立し融資を新たに
募るべきかが議論された。モントリオ-ル条約で採用された資金メカニズムに類似した資金
メカニズムの設立が提案されているが、OECD諸国は総じてこの提案に反対している(中国、
ペルーが支持;カナダ、オ-ストラリア、 EU,米国、日本、エジプトが反対)。従来の資金メ
カニズムの活用を主張するOECD諸国に対し、発展途上国は条約文に義務化を確約するよう
な文言なしにはOECDの提案を容認できないとする立場を取っている。
二点目の情報交換に関しては、国内法との整合性を持たせること(南アフリカ、米国、カ
ナダ提案)、透明性を有Lかつ非差別的であること(ト-ゴ、タンザニア提案)、情報交換を
義務化すること(カメルーン、中国提案)、費用効果が高い代替案の選択(フィリピン支持、
タンザニア反対)、国内法及び国内行政制度に関する情報の交換(韓国提案)などが出された。
また、非公開に伏されるべき情報に関して日本代表は新しく開発された化学物質についての
知的所有権を主張したのに対し、 EUは人間の健康や環境に関連する情報を非公開とするこ
とは認められないと反論した　NGO連合も、生産、貿易、使用を含む全てのPOPs情報の公
開を要求している。クリアリングハウスメカニズム55)の活用に関しては広く支持されたが、
言葉の厳密な限定やどのような情報を収集、交換するかについては合意を得られなかった。
第三の課題は、 POPsの「全廃」を規定すべきか、あるいは「管理及び規制」に止めるべき
かについての文言に関するものと「例外条項」の取り扱いについてである。 「例外条項」の採
用は義務の不履行を招く恐れがあるとの立場と、緊急の場合の例外使用を認めなければ条約
は機能しないであろうとの見方が対立した。上記三点以外に、 PCBsを全廃とすべきか、例外
条項を設けた場合に考えられる義務の不履行にどう対処するか、廃棄物の処理、有害化学物
質の貿易、立証及び遵守などの課題が残されているINC-4は、 2000年3月にドイツのボン
でが開催が予定されており、 2000年末までには条約化交渉が終結する。
おわりに
他の地球環境条約交渉と異なり事前通報承認(PIC)の採用に関して途上国側は非常に熱心
55)クリアリングノ＼ウスメカニズムとは、懸念のある特定の化学物質に関する共同作業の可能性をより詳細にしらべる
た糾こ、加盟国が自主的に自国が関心を持つ化学品に関して先導的な立場を取ることにより中心的な機関(クリア
リングハウス)として機能し、当該化学物質に関する各国の情報を集約、交換する中心的活動を行うことをいう
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であった。これは、途上国が有害化学物資や農薬の主な輸入国であり、かつ最大の被害国で
あるためである。 80年代に、貧困の撲滅を目指して発展途上国に導入された構造調整貿出は
外貨獲得のための単一栽培を増加させた.単一栽培は農地の荒廃や砂漠化を招き、その対症
療法としての化学肥料、殺虫剤、除草剤が農地に多量に投入された。これが最終的には途上
国での自然破壊や野生動植物種の減少、地球規模での生態系破壊や人体への悪影響という反
動となって跳ね返ってきた。また、経済成長により工業先進国で有害廃棄物が増大すると、
規制が強化され、先進国でも最も規制の厳しい有害化学物資は国境を越え処理費用の安価な
途上国へと輸送される。途上国の側では代替品の入手が困難なことや、有害化学物質や農薬
の輸入を制限する国内法が十分に整備されていないことなどからその対策が著しく遅れた。
本稿で紹介したPICは、輸出国において使用及び製造に関し禁止や制限された有害化学物資
や農薬の輸出に際し、事前に輸入国の意思を確認することを取り決めたものであるが、途上
国自身の意思決定を尊重し自主的規制を促す上でもPICによる有害化学物資管理は有用で
あると考えられる。
国内においては、これまで行政が主体となり化学物質の個別規制が行われてきた。しかし、
企業の自由な経済活動を大幅に制限し多数の化学物質を厳しく規制することには限界があっ
た。これら従来の規制手法の欠点を補完する手法がPRTRである。PRTRを基に行政は適切
な環境政策を策定しその効果を把握することができる。事業者は、化学物質の効果的な使用
により経費を削減し、リスク管理や汚染物質の削減を推進できる。市民は生活環境に排出さ
れる有害物質の種類と量を生のデータから把握することで、行政や事業者と共通の基盤に立
ち、環境政策の決定に積極的に参加していくことが可能となる。
有害化学物質の中でもPOPs 12物質は特にその毒性や生物濃縮による危険が懸念されて
おり、現在、条約化交渉が進行中である。これは、環境中に放出された有害化学物質が、汚
染源からの距離に関係無く大気、あるいは海洋を通して地球全体に拡散し、人の健康や生態
系に有害な影響をもたらしていることが科学的に明らかになってきたためであり、また、
POPsに対処するにはもはや一国の力だけでは解決不可能で、国際社会全体の相互協力を必
要としていることを意味する。PICやPOPs条約、及びPRTRは、連動してその効力を発揮
するものと考えられる　PRTRの採用により地方あるいは国の行政機関は、管轄権下の環境
状況を把握する。そのPRTRのデータを基に、化学物質管理の国家間比較、将来のPICや
POPsに付加される化学物質の選定が促進されよう。また、既存合意事項の遵守状況把握など
が可能となる。このように国際社会の有害化学物資管理における新しい政策手法は、連動し
てその有効性を拡大するものであり、より多くの政治主体が化学物質管理に参加できる社会
の実現を可能とするものといえよう。
